
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成３１年４月１日現在の人数である。

（３）ラスパイレス指数の状況（平成３０年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

２　一般行政職給料表の状況（平成３１年４月１日現在）

（単位：円）

１ 号 級 の
給 料 月 額

135,300 230,000

１級 ３級

194,000

最 高 号 級 の
給 料 月 額

247,600 304,200 350,000

Ａ

4,817,204
30年度

区分
住民基本台帳人口

　　　　　千円

区分

159,890

期末・勤勉手当職員手当

職員数

Ａ 給　 料

（30年度末）

人　

4,709

千円 千円
31年度

人

338,736

16.7

千円

539,031130,94669,349

千円

６級２級

5,989

５級

計　Ｂ

一人当たり

319,200

４級

263,000

381,000 393,000 410,200

288,900

（参考）人 件 費 率実 質 収 支歳 出 額 人 件 費

90

805,217

※　人件費には、議会議員や非常勤特別職、臨時職員を含むニセコ町職員に係る報酬、給与、各種手当、
　共済費、負担金が含まれています。

給与費 B/A

給　　　　与　　　　費 （参考）29年度

一人当たり給与費

　　　　　　　千円

29年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

18.0

Ｂ／Ａ

　　　　　　％

5,916

千円

Ｂ

　　　　　千円 　　　　　千円

令和元年度　ニセコ町人事行政の運営等の公表

103.3 

95.1 95.4 95.6 96.1 96.4 

90

95

100

105

ニセコ町 類似団体平均 全国町村平均 

H30 

 

 
 

H25 H25 H25 H30 H30 
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３０年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、３０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当
　　　　などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされてい
　　　　るものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務
　　　　手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

（２）職員の初任給の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

４　級別職員数等の状況
（１）一般職の級別職員数等の状況（平成３１年４月１日現在）

（注）１　ニセコ町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

3

国 43.5

11.6

40.0

％

類似団体

１　級

経験年数７～１０年未満

148,600

２　級

410,940

148,600

経験年数１０～１５年未満 経験年数１５～２０年未満

148,600

180,700

国

標準的な職務内容

―

構成比

10.5

高校卒
一般行政職

高　校　卒

区　　　　分

４　級

16

困難な業務を行う課長等の職務６　級

人

％

５　級 課長等の職務

3.2

困難な業務を処理する係長及び主査
の職務

1 係長及び主査の職務
2 困難な業務を処理する主任等の職
務

326,697

平均給与月額
（国ベース）

310,561

369,693

341,281

％

192,400

294,900248,000

242,800

262,000

％

11

人

職員数

定型的な業務を行う職務

高度の知識又は経験を必要とする業
務を行う職務

大学卒

％

％

17.9

16.8

人

38

人

人

３　級

区　　分

10

人

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

349,170ニセコ町

北海道

42.3

大　学　卒 180,700
一般行政職

392,780

180,700

北海道区　　　　　分

329,845

301,998

44.2

41.3

ニセコ町

347,512

―

17

332,402
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（２）昇給への人事評価の活用状況（ニセコ町）

イ．人事評価を活用している

活用している昇給区分

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

ロ．人事評価を活用していない
活用予定時期

５　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

千円 千円 千円

（30年度支給割合） （30年度支給割合） （30年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（ニセコ町）

イ．人事評価を活用している

活用している成績率

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

ロ．人事評価を活用していない
活用予定時期

（２）退職手当（平成３１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職特例措置　2～45％加算） （定年前早期退職特例措置　2～45％加算）

千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、30年度に退職した職員に支給された平均額である。

○ ○

○ ○

○ ○

平成30年4月2日から平成31年4月1日
までにおける運用

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

管理職員 一般職員

給料月額の10％～25％の
加算

１人当たり平均支給額

平成30年度中における運用 管理職員 一般職員

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

○ ○

職制上の段階、職務の級等による加算
措置あり

役職加算

ニセコ町

15,348

24.586875

33.27075

19.6695

28.0395

39.7575

47.709 47.709

47.709

役職加算
給料月額の5％～15％の
加算

24.586875

33.27075

19.6695

28.0395

39.7575

47.709 47.709

47.709

1.450

職制上の段階、職務の級等による加算
措置あり

職制上の段階、職務の級等による加算
措置あり

国

給料月額の5％～20％の
加算

給料月額の10％～25％の
加算

2.600

１人当たり平均支給額（30年度）

－

国

給料月額の5％～20％の
加算

0.900

役職加算

管理職加算

0.9001.450 1.450

2.600

1,442

1.850

１人当たり平均支給額（30年度）

ニセコ町

2.600

北海道

－

1.850

１人当たり平均支給額（30年度）

0.900

管理職加算

1.850
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（３）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（４）その他の手当（平成３１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

7,236 千円 80,400

49,846

平均支給年額
（平成30年度普通

会計決算）

8,800

222,854

374,063

261,370

支給率

453

5,985

355支給額

同じ

支 給 実 績 （ 30 年 度 決 算 ）

異なる

異なる

千円

同じ

9,137

7,057同じ

14,725

手　当　名

支給職員１人当たり

通勤手当

扶養手当

異なる

支 給 実 績 （ 29 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 30 年 度 決 算 ）

16,452

住居手当

（平成30年度普通
会計決算）

管理職手当

宿日直手当 千円

千円

千円

千円

千円同じ

○配偶者
　・月額　6,500円
○22歳までの子
　・月額　10,000円
○配偶者・子以外
　・月額　6,500円
○満16歳の年度初めから満22歳の
年度末までの子
　・１人当たり月額5,000円加算

１ 借家、借間
（家賃が月額12,000円を超える場
合のみ該当）
①家賃等が23,000円以下
　・家賃額から12,000円を控除し
　た額
②家賃等が23,000円を超える場合
　・家賃額から23,000円を控除し
　た後の２分の１の額を16,000円
　を限度として11,000円に加算し
　た額

１ 交通機関利用者
①運賃等が支給単位期間（6ヶ月）
の定期券等の価額が月額55,000円
以内のときは、その全額
②運賃等が支給単位期間（6ヶ月）
の定期券等の価額が月額55,000円
を超える場合は、月額55,000円を
限度とする。
２ 交通用具使用者
①片道2Ｋｍ以上5Ｋｍ未満の者
　・月額　2,000円
②片道5Ｋｍ以上10Ｋｍ未満の者
　・月額　4,200円
③片道15Ｋｍ以上20Ｋｍ未満の者
　・月額　10,000円

世帯の状況、扶養者数、勤務地に
応じて、１１月から翌年３月まで
毎月8,800円～26,380円を支給。

648

日直時間に
よる支給額

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 30 年 度 決 算 ）

内容及び支給単価

187

支給実績

との異同

171

国の制度と

管理職員
特別勤務手当

寒冷地手当

土・日曜日等に日直を担当した職
員に１回につき4,400円を支給

管理・監督の地位にある職員が緊
急及び臨時等の用務により勤務し
た場合に支給
①休日勤務
・3時間以上6時間未満 10,000円
・6時間以上　　　　　15,000円
②平日夜間勤務
・1回につき　5,000円

管理・監督の地位にある職員に支
給
・給料月額×８％

国の制度
異なる内容

4



６　特別職の報酬等の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職年数×5.126月

給料月額×在職年数×3.234月

給料月額×在職年数×2.838月

(注）１　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
        勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（平成３１年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

0

3

1

0

異動による増

議 員

教 育 長

795,000

（参考）管内における最高／最低額

655,000

590,000

区 分

225,000

[98]

小　計

介　護
5
93

[98]

下水道 2
2

小　計
合　　計

普
通
会
計
部
門

公
営
企
業

等
会
計
部

門 国　保

90

0

期
末
手
当

5

商　工
農林水産

総　務
1

5

4.45

　　（31年度支給割合）

88

1水　道

教育部門

5,903千円

衛　生

町 長

-1
5

2

2

20

9

1

10

10

異動による減

異動による減

21 -1 異動による減

180,000

任期毎又は退
職時に支給

200,000 160,000

異動による増

258,000 290,000

67 70

0

副 議 長

議 長

職 員 数

6

教 育 長

副 町 長

170,000

備　　　　考

　　（31年度支給割合）

対前年
増減数

5

5

議　会

議 員

1

平成30年

7,373千円

　　　　　　　区　分

　部　門

退
職
手
当

副 町 長

主な増減理由

5 異動による増

税　務

205,000

4.45

-1

平成31年

29
0

30

一
般
行
政
部
門

7
4民　生

計

土　木 3

町 長 13,738千円

235,000

教 育 長

給
 
 
料

給 料 月 額 等

515,000

620,000670,000町 長

5

0

0

2
0

95

0
0

1

報
 
 
酬

議 長

副 議 長

副 町 長 570,000

[0]
2

520,000

560,000
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（2)年齢別職員構成の状況（平成３１年４月１日現在）

　

（注）　職員数は一般職に属する職員数である。

(3)職員数の推移
（各年４月１日現在）

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
      ２ 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

(4)正職員以外の職員の状況
（Ｒ１年７月１日現在）

00

総合計

84

0

88

0

86

20

63 66 65

２６年度 ２８年度

21

職員数
人

50

教育

一般行政

人

～

人 人
～

4

２７年度

0

212322

119

23 27 31

107

人

～

人

13

90 91

　　　　　　　区　分

　部　門

人

23

人人

6

0

5.6%93 5

集落支援員 嘱託職員

4

94

48242020
区　分

未満

～ ～

39

～28

51

～4036

47

32

35

60～

43

増減数（率）

56

過去５年間の

人

44

人

以上

人

３１年度２９年度 ３０年度

7 711

88 88

6 5

90

52

95

5

93

財団法人自治
体国際化協会
（クレア）

5

消防

普通会計計

公営企業等会計

65 67

人

55

～ ～

計
59

-1

-4.8%

0.0%

7.1%

-16.7%

-1

0

11.1%

951

770

21

5

　　　　　　　区　分
準職員 地域おこし協力隊

人数 3

6

184

臨時職員
（短期除く）

24

0

5

10

15

20

25

30

構成比 

５年前の構成比 

% 
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８　職員の勤務時間その他の勤務条件

(１) 勤務時間

(２) 休暇等

骨髄移植のドナーとなるとき

負傷又は疾病のため療養の必要があるとき

年次有給休暇

病気休暇

区　分

始業時刻

特別休暇
（主なもの）

必要と認められる期間

１年に５日以内

終業時刻 休憩時間
１週間の勤務時間

給料の支給

土曜日
日曜日

取　得　条　件

8:30 17:15３８時間４５分

週休日

１年に５日以内
（2人以上の場合10日以
内）

配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負
傷、疾病又は老齢により日常生活を営むの
に支障があるものの介護をするため、勤務
しないことが相当であると認められるとき

必要と認められる期間

無　給

配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負
傷、疾病又は老齢により日常生活を営むの
に支障があるものの介護をするため、勤務
しないことが相当であると認められるとき

有　給

７月から９月までの連続す
る３日以内

有　給

有　給

夏期休暇

災害又は交通機関の事故等により出動が困
難なとき

有　給

配偶者、父母及び子の追悼のための特別な
行事を行うとき

妻の出産の付添いをするとき

無償で社会奉仕活動をするとき

公民権行使のため必要があるとき

公の職務執行のため必要があるとき

出産するとき

出産したとき

有　給

有　給

有　給

必要と認められる期間

１日

（主なもの）
配偶者 　１０日
父母　 　  ７日
子　　　   ５日
祖父母　 　３日
孫　　　　 １日
兄弟姉妹　 ３日

有　給

出産の翌日から８週間 有　給

有　給

１年に５日以内
（2人以上の場合10日以
内）

有　給

３日以内 有　給

有　給１日２回それぞれ45分以内

申し出た日から出産の日ま
で

有　給

連続する６日以内 有　給

有　給

有　給

12：00～13：00

勤務時間の割振り

介護休暇
６月を超えない範囲で通算
３回まで

必要と認められる期間

小学校就学前の子を看護する必要があると
き

生後1年に達しない子に職員が授乳するとき

期　間

同一疾病９０日間

結婚するとき

１年のうち２０日
２０日を限度に翌年に繰越
すことができる

特になし

親族が死亡したとき

7



９　職員の分限及び懲戒処分（平成３０年度）

１０　職員の義務及び制限（平成３０年度）

区　　分

0 人 ・勤務実績が良くない。
・心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない。
・必要な適格性を欠く。
・職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた。0 人

分
限
処
分

処分者数 該　　当　　事　　項

免職

懲
戒
処
分

免職 0 人
・地方公務員法若しくは第５７条に規定する特例を定めた法律又は、これに基
く条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程に違反
した。
・職務上の義務に違反し、又は職務を怠った。
・全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった。

停職 0 人

減給

降任

休職 1 人
・心身の故障のため、長期の休養を要する。
・刑事事件に関し起訴された。

　すべての公務員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、職務遂行にあたっては、全力でこれに専
念しなければなりません。（地方公務員法第３０条）
　これを実行するため、職員には次のような義務や制限が課せられています。

区　　　分 内　　　容 違反者数

0 人

戒告 1 人

（注）　分限処分は、公務能率の維持を目的に職員に対して行われる処分です。
　　　　懲戒処分は、職員の義務違反に対する道義的責任を問い、秩序維持を図る制裁的処分です。

命令に従う義務
（地方公務員法第32条）

職員は、法令に従い、かつ、上司の命令に従わなけ
ればならない。

0 人

信用失墜行為の禁止
（地方公務員法第33条）

職員は、職の信用を傷つけ、又は職全体の不名誉と
なるような行為をしてはならない。

0 人

秘密を守る義務
（地方公務員法第34条）

職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならな
い。その職を退いた後も同様とする。

0 人

職務に専念する義務
（地方公務員法第35条）

職員は、勤務時間中、職務に注意力のすべてを用
い、職務にのみ専念しなければならない。

0 人

0 人

政治的行為の制限
（地方公務員法第36条）

職員は、政治的活動に関与してはならない。 0 人

争議行為の禁止
（地方公務員法第37条）

職員は、ストライキ等をしてはならない。 0 人

営利企業等への従事制限
（地方公務員法第38条）

職員は、許可を受けなければ、営利を目的とする会
社その他の団体の役員等を兼ね、若しくは自ら私企
業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若しくは事
務にも従事してはならない。
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１１　職員の研修（平成３０年度）

(１) 職員研修

＜職場内研修＞

＜研修所・派遣研修＞

＜自主研修＞

1 人

管理職を目指すステップアップ講座 市町村アカデミー（千葉県千葉市） 1 人

健全な組織づくり（リスクマネジメント） 市町村アカデミー（千葉県千葉市） 2 人

職員のメンタルヘルスとモチベーション向上研
修

市町村アカデミー（千葉県千葉市） 1 人

文章作成能力向上研修 札幌市（北海道市町村研修研修センター） 1 人

外国人に対する住民税とその他重点項目に関す
る課税事務

東京都（日本経営協会） 1 人

新任担当者のための技術検査の進め方研修 東京都（日本経営協会） 1 人

ＧＩＳ基礎研修 国土交通大学校（東京都）

　多様化、高度化する行政ニーズに対応し、柔軟で効率的な行政運営に努める職員を育成するため、研修計
画を策定し、職員研修を実施しています。
　平成３０年度の研修実績は、次のとおりです。

研修名 講　　師

延べ人数

後志管内町村新規採用職員基礎研修 後志町村会（蘭越町） 7 人

新採用職員研修 各管理職・係長職等

研　修　名 研修派遣先

後志管内町村職員初級研修 後志町村会（蘭越町） 6 人

後志地区法務実務入門研修 後志町村会（倶知安町） 2 人

地域活性化センター（東京都） 1 人

指導能力研修 北海道市町村研修センター（札幌市） 1 人

1 人

東川町合同視察研修（併せて、きた住まいる
ヴィレッジ視察）

東川町・南幌町 5 人

地方創生実践塾ｉｎ大分県竹田市 大分県竹田市 1 人

政策形成能力向上講座 東京都（日本経営協会） 1 人

図書館の指定管理運営と10年後の姿を考える 佐賀県武雄市・伊万里市 1 人

徴収担当者のための対人折衝交渉力向上研修 札幌市（北海道市町村研修研修センター） 1 人

時津町行政ナレッジ・ファイリング視察研修 長崎県時津町 3 人

財産調査と差押手続きの基礎実務 大阪府（日本経営協会） 1 人

個人のタイムマネジメント研修 札幌市（北海道市町村研修研修センター） 1 人

地方創生実践塾ｉｎ愛知県岡崎市 愛知県岡崎市 1 人

内閣官房行政実務研修 内閣官房・内閣府（東京都） 1 人

研　修　名

後志地区法務基礎研修 後志町村会（倶知安町） 9 人

職場で活かす創造性開発研修 北海道市町村研修センター（札幌市）

研修派遣先 延べ人数

北海道市町村職員振興協会（千葉県・埼玉県） 1 人

電話対応・接遇マナー研修会 日本電信電話ユーザ協会（倶知安町） 6 人

市町村職員海外派遣研修
北海道市町村職員振興協会（オランダ・デン
マーク・スウェーデン）

1 人

市町村職員道外先進事例研修

全国地域リーダー養成塾
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１２　職員の福祉及び利益の保護

(１) 職員の福利厚生

(２) 公務災害補償制度

(３) 職員の利益の保護

0件 ―

　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、適当な措置が執られるよう要求することや、懲戒その他意
に反する不利益な処分を受けたときは、公平委員会に対して申し立てをすることができます。
　公平委員会とは、地方公務員法第７条第３項の規定により、町による設置が義務付けられている機関（後志管
内は共同設置）で、①職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査・判定し、必要な措置
をとること、②職員に対する不利益な処分についての不服申立てに対する裁決又は決定、③その他、職員の苦情
処理を行います。
　後志管内の町村は、「後志公平委員会」を設置し、後志町村会を事務局に共同で運営しています。
　平成３０年度に、後志公平委員会に対する勤務条件に関する措置要求、及び不利益処分に関する不服申立はあ
りませんでした。

福祉協会

福利厚生事業
　・保養＝指定宿泊施設の利用助成など
　・保健＝入院一時金、出産祝金など
　・研修＝ライフプランセミナーの開催など

医療給付事業（退職者、配偶者等を対象）
　・医療費＝医療費の助成、入院見舞金、死亡弔慰金

その他
　・貸付事業、福祉年金事業、生命共済事業

　公務災害の補償については、地方公務員災害補償法に基づいて行われます。
　公務上の災害等に対する補償の迅速かつ公正な実施を確保するため、地方公務員災害補償基金が設置され、補
償等を実施しています。
　本町は、地方公務員災害補償基金北海道支部に加入しており、公務災害に関する給付は当基金から行われま
す。

平成３０年度
災害件数

災　害　の　概　要

　地方公務員の病気、負傷、出産、休業、災害、退職、障害若しくは死亡又はその被扶養者の病気、負傷、出産、死
亡若しくは災害に関して適切な給付を行なうため、相互救済を目的とする共済制度があります。
　本町職員に対して適用される共済制度は、北海道市町村職員共済組合が制度を運用、実施しています。
また職員は、共済組合の事業をより充実、補完するために設けられた（財）北海道市町村職員福祉協会に加入し福利
厚生の充実を図っています。

区　　分 事　業　内　容

共済組合

短期給付事業（民間の健康保険に相当）
　・保険給付＝療養の給付、出産費など
　・休業給付＝傷病手当金、休業手当金、育児休業手当金など
　・災害給付＝災害見舞金など

長期給付事業（民間の厚生年金に相当）
　・退職給付＝退職共済年金、特例による退職共済年金
　・障害給付＝障害共済年金、障害一時金
　・遺族給付＝遺族共済年金

福祉事業
　・保健事業、貯金事業、貸付事業、物資事業

宿泊事業
　・指定宿泊施設の利用助成
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